
１ 地域福祉社会計画について

次期札幌市地域福祉社会計画における成年後見制度利用促進の取組みについて（案） 資料２

２ 地域福祉社会計画の体系

次期、成年後見制度利用促進基本計画は地域福祉社会計画へ統合して一体の計画となります。
１ 次期地域福祉社会計画の基本理念・基本目標について
基本理念

基本目標Ⅰ

社会的孤立を防ぎ、地域福祉課題を解決するため、住民やその他の主体が行う活動に対し
て支援や環境の整備を行う。

基本目標Ⅲ

基本目標Ⅱ

基本目標

地域の福祉課題や権利擁護などについて、行政や専門機関の支援体制を整備する。

高齢化や、地域の福祉課題の多様化・複雑化に対応していくため、地域ごとに行われて
いる福祉活動のノウハウを共有したり、事業者等、多様な主体と連携する。

少子高齢化や人口の減少、住民関係の希薄化などが進行する中で、地域の課題は多様化・複雑
化してきている。
そのような地域福祉課題に対応しするため、住民や社会福祉法人、ボランティアやNPO、事業

者、行政などが連携して、一人ひとりの暮らしと地域をともに創るという、地域共生社会の実現
を目指す。

地域で安心して生活するための活動を支援し、環境を整備します

地域生活の困りごとに寄り添う相談・支援体制を整えていきます

様々な地域の困りごとにみんなで連携して対応します

施策（案）
権利擁護支援のための成年後見制度等の利用促進

互いに関心を持ち、支え合い、つながり合って、みんなで創る安心して暮らし続けられるまち 現状と課題
2016年に「成年後見制度の利用の促進に関する法律」施行、2017年促進法に基づき国の

「成年後見制度利用促進基本計画」、2022年３月に「第二期成年後見制度利用促進基本計画」
が閣議決定された。
札幌市でも、成年後見制度利用促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため2021年

に「札幌市成年後見制度利用促進基本計画」を策定。2022年3月に地域連携ネットワークの
コーディネート等を行う中核機関として、成年後見推進センターを設置。
成年後見制度をはじめとした権利擁護が必要な人を発見し、速やかに適切な支援につなげる

ために、地域の市民・関係団体等が権利擁護支援の必要性や重要性を理解した上で、それぞれ
の役割を果たしながら地域全体で権利擁護支援に取り組むことが期待されている。
施策の方向性
成年後見制度に関わる関係団体等が連携を図るネットワークを構築します。
制度周知のための広報、権利擁護支援や後見人支援のための相談を行います。
成年後見制度利用支援事業を行います。
日常生活生活自立支援事業等の関連事業と連携します。
制度利用促進のため人材育成をします。
主な取組み
１ 様々な圏域における地域連携ネットワークの構築（レベルアップ）

区や地域などの小さな圏域も含めて地域連携ネットワークの構築を目指す取組み

２ 制度周知の広報啓発
成年後見推進センターが行う広報や、関係機関に対して研修を行うこと等により制度を
必要とする人が適切な支援を受けられるようにする取組み

３ 制度利用につながる相談支援
成年後見制度利用についての相談や、チーム化支援等の取組み

４ 成年後見制度利用支援事業の推進
市⾧申し立てや費用助成に関する取組み

５ 後見人となる人材の育成・活用
市民後見人の育成・活用に関する取組み

６ 日常生活自立支援事業等関連事業との連携
日常生活自立支援事業からの移行などについての取組み

７ 後見人に対する支援
後見活動に関する相談支援の取組み

施策



理念 取組み 現在の指標 成果指標

基
本
目
標

Ⅰ

見守り活動や日常生活支援活動の推進 福祉推進委員会の設置数 🈟見守り活動を全地域で実施(=100%)

福祉除雪の実施 福祉除雪の地域協力員数 🈟マッチング100％の達成

福祉のまちづくり条例に基づく各種事業の実施 心のバリアフリー等に関する市民への周知啓発回数 🈟認知度

基
本
目
標

Ⅱ

成年後見制度の利用促進

成年後見制度の市民の認知度
権利擁護支援に関する研修受講人数
本人・親族申立ての報酬助成件数
後見活動に関する相談対応
チーム構築支援

成年後見制度の認知度
後見活動に関する相談対応
チーム化推進支援

自立相談支援事業
住宅確保給付金
就労準備支援事業・認定就労訓練事業
一時生活支援事業
子供の学習支援事業

生活困窮者の新規相談件数
個別支援プランの作成件数
生活困窮者の就労者数
学習支援事業参加者の高校進学率
ネットワーク会議の開催回数

生活困窮者の就労者数
学習支援事業参加者の高校進学率

基
本
目
標

Ⅲ

事業者見守り 見守り協定を締結する事業者数 見守り協定を締結する事業者数

３ 成年後見制度に係る指標について
資料２

次期計画の指標は、現計画の活動指標的な指標ではなく成果指標的な指標を設ける。

〇指標の立て方の例（現計画ベース）

活動指標的な指標
（行政の活動量を示す指標）

成果指標的な指標
（行政の活動の結果、どれだけ
の効果が出るかを示す指標）


